
資料４

県消費生活センターの啓発事業の取組について
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１ 令和６年度啓発業務実績 
 

(1) 出前講座 

  特に被害に遭いやすい高齢者や判断力が不十分な中高生等若者を中心に講座を実施し、自立し

た消費者の育成を図っている。 

 

 

  ● 実績 

  

● 内容 

テ ー マ 主な講義内容 

① くらしの中の契約 ・契約の基礎知識 

 ・クーリング・オフ制度 

・悪質商法や振り込め詐欺の手口とトラブル事例 など 

・質商法の手口とトラブル事例（若年者向け） 

・ネット取引に関するトラブル（若年者向け） 

・クレジットカードの仕組みと上手な利用法（若年者向け）   など 

➁ 悪質商法から高齢者等を守る ・契約の基礎知識 

(民生委員、ヘルパー等向け) ・クーリング・オフ制度 

・悪質商法や振り込め詐欺の手口とトラブル事例 

・高齢者等の被害を未然に防ぐための気配り・目配りのポイントなど 

③ 知っておきたい食品表示 ・消費期限と賞味期限 

・原産地表示のルール 

・有機食品や遺伝子組換え食品の表示 

・表示（栄養成分、食品添加物、アレルギー表示） など 

④ クリーニングの基礎知識 ・クリーニングのかしこい利用法 

・家庭でできるクリーニング術 

・洗剤が汚れを落とすしくみ 

・水洗いとドライクリーニングの違い 

・クリーニングトラブル   など 

年 度  

区 分 

令和４年度 令和５年度 令和６年度 

件 数 受講者数 件 数 受講者数 件 数 受講者数 

一  般 ６ １１３ ３ ７８ ８ ２４９ 

高 齢 者 ６１ １，４３６ ９４ ２，２０５ ６６ １，２７７ 

見守り者 ９ ２６２ ８ ２２１ ８ ２３３ 

若 年 者 １１８ ８，２９２ １３０ ８，０９４ １５１ ９，６９３ 

若

年

者

内

訳 

小 中 学 校 ６０ ３，３５９ ６８ ３，０９８ ８７ ３，７５９ 

高  校 ４１ ３，９８６ ５１ ４，３１０ ４４ ４，２６７ 

大学・専門学校等 ９ ６７２ ７ ５７９ １１ １，４３５ 

教職員・保護者 ７ ２５０ ２ ６５ ６ １７９ 

社 会 人 １ ２５ ２ ４２ ３ ５３ 

計 １９４ １０，１０３ ２３５ １０，５９８ ２３３ １１，４５２ 
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(2) マスメディアの活用（主なもの） 

テレビ・ラジオ・新聞等のマスメディアを活用して、悪質商法の実態等の情報を提供

し被害の未然防止を図るとともに、消費生活センターの周知を図っている。 

 

① テレビ 

・ＣＭ（ＵＭＫ及びＭＲＴ：悪質商法、センター周知 等 計 99回） 

・番組出演による悪質商法啓発（ＵＭＫ４回（U-doki、#Link 等）、ＭＲＴ２回（Check）） 

 

② ラジオ 

・ＣＭ（ＭＲＴ及びＦＭ宮崎：悪質商法 150回） 

・ＭＲＴ「フレッシュ AM！もぎたてラジオ」（毎週水曜日 10時 15分から(6分程度)）51回 

・ＭＲＴ「ＧＯＧＯワイド」２回 

・ＭＲＴ「スクーピー」１回 

・ＦＭのべおか「くらしに役立つホットライン」（第１・３火曜日 11 時 10 分から(10 分程度)）24回 

 ・ＦＭ宮崎「Hybrid Morning」３回、「耳が恋した」４回 

 

③ 新聞 

・宮崎日日新聞「くらしの相談」（年 8回） 

・宮崎日日新聞紙面広告（１回（シニア特集）） 

・新聞折り込みチラシ配布（１回（約 17万枚）） 

 

④ インターネット広告（ＣＭ配信） 

  配信期間：令和６年１１月～令和７年１月（３か月） 

 ・YouTube      約 49万回 表示 

 ・Instagram   約 94万回 表示 

 ・TVer     約 ４万回 表示 

 

⑤ その他 

 ・ホームページ、Ｘ（旧 Twitter） 

 

 

(3) 若年者対策 

① 高校等におけるパネル展示 

県内全ての高等学校で悪質商法等を紹介するパネル展を実施 

 

➁ 消費者教育指導力向上研修 

日 時：令和６年８月７日（水）１０時３０分～１６時 

講 師：消費者教育コーディネーター 堂薗敬子 

テーマ：デジタル時代の今だからこそ先生方に知ってほしい消費者教育の大切さ 

参加者：計１９名（消費者教育担当教員、小中高校家庭科・社会科担当教員等） 

 

③ その他 

県内の大学及び専門学校に通う学生 5,000名に対し啓発グッズ及び啓発チラシを配布 
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(4) その他の啓発活動等 

① 啓発キャンペーン 

大型商業施設等においてパンフレットや啓発グッズを配布し、相談窓口をＰＲ  

 

➁ 印刷物等の発行 

(ｱ) センター情報紙「アリンコちゃんの消費生活だより」 12回発行（ＨＰに掲載） 

(ｲ) 啓発リーフレット「あの手この手の悪質商法」97,000部（48,500部×2回） 

(ｳ) 身近に潜む悪質商法 6,000部（主な配布先：大学及び専門学校の新入学生（約 5,000部）） 

 

③ 消費生活セミナーの開催 

日 時：令和７年１月１８日（土）  

午前の部 １１時～１２時（小学生高学年～高校生向け（保護者を含む） 

午後の部 １３時３０分～１５時（一般・高齢者向け） 

講 師：落語家 立川平林 

テーマ：笑って撃退！悪質商法 

参加者：計１４７名（午前の部：４７名、午後の部：１００名） 

     

④ 映画館広告の実施 

    セントラルシネマ宮崎（イオンモール宮崎内、全９スクリーン）におけるＣＭ放送 

     実施期間：令和６年８月～令和７年２月（７か月） 

     

⑤ バス広告の実施 

    宮崎交通の車外向け広告にて、県内全域に消費者ホットライン１８８を周知 

     実施期間：令和６年９月～令和７年２月（６か月） 

     掲載台数：１０台 

     

⑥ その他 

    ・エーコープみやざきでの啓発卓上ポップの設置（県内３０店舗） 

    ・移動型スーパー「とくし丸」を活用した啓発チラシの配布（６００枚） 

    ・歌舞伎公演（宮崎市民文化ホール）での啓発チラシ配布（３,０００枚） 
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２ 令和７年度啓発事業予定 

 

(1) 消費者教育 

① メディア及びＳＮＳを活用した情報発信 
(ア) テレビ・ラジオＣＭ（８月以降）   

  (イ) ＭＲＴラジオ（通年（毎週水曜日）） 

(ウ) ＦＭ延岡（通年（毎週第１・３火曜日）） 

(エ) 宮崎日日新聞（年８回予定） 

(オ) ＳＮＳを活用したＰＲ（Youtube、インスタ、Ｘ、等） 

(カ) センターだより 「ありんこちゃんの消費生活だより」発行（年１２回） 

(キ) 啓発リーフレット「あの手この手の悪質商法にご用心」発行（年２回、90,000部） 

  

➁ 出前講座 
対 象：若年者、高齢者、見守り者、一般 

時 期：通年 

 

③ セミナ-等の開催  
(ア) 消費生活セミナー 

対 象：一般 

時期及び場所：未定  

内 容：（仮）悪質商法トラブル対策 

 

(イ) 金融教育親子セミナー（金融広報委員会共催）  

対 象：小学３～６年生の児童とその保護者 親子３０組   

日 時：令和７年７月２６日（土） 13時30分から15時30分まで 

内 容：おこづかいから学ぶお金の話 

           

(ウ) 教職員セミナー（研修） 

対 象：教職員  

    時 期：令和７年８月６日（水） 

    内 容：（仮）消費者教育に関する授業の作り方 

 

④ 消費者トラブル啓発巡回パネル展 
(ア) 学校パネル展 

時 期：令和７年５月から１２月まで 

        場 所：県立高校、県立支援学校、私立高校 （計６５校） 

    

(イ) 図書館パネル展   

       時 期：令和７年５月から随時 

       場 所：県立図書館、市町村立図書館 等 

 

(2) 消費生活相談窓口の周知 

 ① 消費生活相談窓口キャンペーン 
     消費生活トラブルに関する相談窓口周知を目的に開催 

      時 期：令和７年５月、１１月 

      場 所：宮崎、都城、延岡、日向のイオン（４店舗） 

   

 ➁ 消費者フェスタの開催（仮） 
   一般を対象に消費生活センターや消費生活問題に関心を持ってもらうことを目的に開催 

      時 期：未定 
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３ 令和７年度消費者行政予算
昨年度（当初）

安心で快適な消費生活の確保 （当初）：１７３，２５８千円 １６７，７８８
（千円）

消費者の自立の支援 （千円）

消費者支援対策費 ７８，７４０ ７１，２０５

消費者行政推進費 ６０２ ４３３
消費生活対策審議会費 ６０２ ４３３

消費者自立支援対策費 ２７７ ２９６

消費者被害防止・解決支援費 ６５，４５１ ５９，８３３
事業者等指導費 ２５６ ２５６
・販売業者指導事務費 (１９９) (１９９)
・生活用製品表示等指導費 (５７) (５７)

消費生活相談員等設置費 ６３，５２０ ５８，１４０

一般事務費 １，６７５ １，４３７

金融トラブル等防止対策事業 １０４ １０４

消費者行政強化事業 １２，３０６ １０，５３９

消費者被害の防止と解決支援

消費生活センター設置費 ４０，１０８ ３６，３６５

消費生活センター運営費 １３，１４５ １０，６８０
消費生活センター経費 １３，１４５ １０，６８０

生活情報センター管理費 ２４，２９４ ２３，０１６

地方消費生活センター管理費 ２，６６９ ２，６６９

消費者行政交付金事業

消費者行政交付金事業費 ５４，４１０ ６０，２１８

消費者行政活性化事業 ５４，４１０ ６０，２１８
（うち市町村補助金） (５１，２０４) (４４，８５２)


